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２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年９月20日) 

当事業年度 
(平成21年９月20日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,201,946 1,273,635

受取手形 ※４  221,491 ※４  212,285

売掛金 2,860,717 3,247,466

リース債権 － 4,650

商品 4,590 －

製品 490,062 －

商品及び製品 － 506,424

原材料 393,034 －

仕掛品 540,747 541,521

貯蔵品 77,599 －

原材料及び貯蔵品 － 575,813

前渡金 90,431 141,628

前払費用 51,002 38,345

短期貸付金 ※３  63,900 ※３  139,600

繰延税金資産 333,300 413,282

未収入金 321,730 493,886

その他 15,851 15,639

貸倒引当金 △900 △1,500

流動資産合計 6,665,506 7,602,680

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１  4,484,162 ※１  4,506,701

減価償却累計額 ※２  △2,318,890 △2,420,244

建物（純額） 2,165,272 2,086,457

構築物 ※１  1,385,991 ※１  1,458,367

減価償却累計額 △779,692 △859,472

構築物（純額） 606,298 598,894

機械及び装置 ※１  9,596,269 ※１  9,734,123

減価償却累計額 ※２  △7,846,724 ※２  △8,066,144

機械及び装置（純額） 1,749,544 1,667,979

車両運搬具 18,550 22,278

減価償却累計額 △15,415 △18,161

車両運搬具（純額） 3,134 4,117

工具、器具及び備品 293,754 307,858

減価償却累計額 ※２  △253,636 △263,215

工具、器具及び備品（純額） 40,117 44,642

土地 ※１  2,705,501 ※１  2,706,626

建設仮勘定 77,394 16,355

有形固定資産合計 7,347,264 7,125,074

無形固定資産   

借地権 33,008 31,883

ソフトウエア 8,648 16,440

電話加入権 8,637 8,637

無形固定資産合計 50,294 56,961

─ 70 ─



(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年９月20日) 

当事業年度 
(平成21年９月20日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１  233,151 ※１  231,152

関係会社株式 67,867 67,867

出資金 2,269 2,269

株主、役員又は従業員に対する長期貸付金 － 255

関係会社長期貸付金 200,000 140,000

破産更生債権等 2,874 3,076

長期前払費用 43,281 8,822

繰延税金資産 14,100 64,880

投資不動産 105,545 105,545

減価償却累計額 △22,794 △23,851

投資不動産（純額） 82,751 81,694

その他 39,431 138,077

貸倒引当金 △108,727 △67,076

投資その他の資産合計 576,999 671,018

固定資産合計 7,974,558 7,853,054

資産合計 14,640,065 15,455,734

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※４  322,885 ※４  385,076

買掛金 ※３  1,796,899 ※３  1,862,430

1年内返済予定の長期借入金 ※１  2,674,368 ※１  2,330,315

未払金 1,507,003 2,100,851

未払費用 152,534 148,572

未払法人税等 36,127 289,728

預り金 43,290 40,567

賞与引当金 277,439 344,934

設備関係支払手形 ※４  59,962 ※４  148,902

その他 193,356 43,251

流動負債合計 7,063,867 7,694,629

固定負債   

長期借入金 ※１  3,629,968 ※１  3,363,779

退職給付引当金 1,464,310 1,527,637

役員退職慰労引当金 163,920 176,927

長期設備関係支払手形 53,696 15,354

長期預り保証金 51,540 51,040

デリバティブ債務 － 174,536

その他 82,136 6,554

固定負債合計 5,445,570 5,315,829

負債合計 12,509,438 13,010,458

─ 71 ─



(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年９月20日) 

当事業年度 
(平成21年９月20日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 865,444 865,444

資本剰余金   

資本準備金 612,520 612,520

その他資本剰余金 45,361 45,361

資本剰余金合計 657,881 657,881

利益剰余金   

利益準備金 111,300 111,300

その他利益剰余金   

別途積立金 489,000 489,000

繰越利益剰余金 69,011 388,368

利益剰余金合計 669,311 988,669

自己株式 △46,591 △47,134

株主資本合計 2,146,045 2,464,859

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △15,418 △19,583

評価・換算差額等合計 △15,418 △19,583

純資産合計 2,130,626 2,445,275

負債純資産合計 14,640,065 15,455,734

─ 72 ─































































 

  

平成20年12月11日

マルサンアイ株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているマルサンアイ株式会社の平成19年９月21日から平成20年９月20日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、マルサンアイ株式会社及び連結子会社の平成20年９月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

 

独立監査人の監査報告書
 

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  仲 井 一 彦 

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  新 田   誠 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 

 





 

  

平成21年12月10日

マルサンアイ株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているマルサンアイ株式会社の平成20年９月21日から平成21年９月20日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、マルサンアイ株式会社及び連結子会社の平成21年９月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  仲 井 一 彦 

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  新 田   誠 





＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、マルサンアイ株

式会社の平成21年９月20日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及

び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部

統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記

載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、マルサンアイ株式会社が平成21年９月20日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 

 





 

  

平成20年12月11日

マルサンアイ株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているマルサンアイ株式会社の平成19年９月21日から平成20年９月20日までの第57期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、マルサンアイ株式会社の平成20年９月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の監査報告書
 

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  仲 井 一 彦 

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  新 田   誠 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 





 

  

平成21年12月10日

マルサンアイ株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているマルサンアイ株式会社の平成20年９月21日から平成21年９月20日までの第58期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、マルサンアイ株式会社の平成21年９月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の監査報告書
 

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  仲 井 一 彦 

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  新 田   誠 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 




